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オーストラリアレポート
新たな財政刺激策により豪州の景気後退は回避
へ 新型コロナウイルスに対応した新たな財政刺激策の規模は176.3億豪ドル。
 2020年6月末までに即効性が高い中小企業や家計向けの資金支援に注力。
 2020年4－6月期の実質GDPは1.5％押し上げられ、景気後退回避の公算。
 野党・労働党の支持を受けて、財政刺激策は議会でスピード承認へ。

（審査確認番号 2019 – ＴＢ443）

豪州政府は約1.2兆円規模の財政刺激策を公表
3月12日、豪州のモリソン政権は新型コロナウイ

ルスの感染拡大に伴う豪州の景気減速懸念に対応
するため、新たな財 政刺激策を公表しま した
（図表1）。
今後5年間の財政刺激策の総額は176.3億豪ドル

（約1.2兆円）で、豪州の年間GDP（国内総生産）
の0.9％に相当します。
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豪州の景気後退は回避される公算が高まる
豪州政府は、まずは景気後退回避のため2020年6

月末までは即効性の高い中小企業や家計向けの資金
支援に注力する考えです。続いて、2020年後半～
2021年前半には、設備投資促進策や地域・産業へ
の支援策などを通じて、景気回復を一段と促す方針
です。
2020年6月末までに実行が予定される政策は

109.5億豪ドル（約7,665億円）と財政刺激策全体
の約6割を占めています。各種資金支援策は主に3
月31日から4月中旬にかけて実行される見込みです。
豪州財務省の推定によれば、2020年4－6月期の豪
州の実質GDP成長率は財政刺激策によって1.5％押
し上げられると見込まれています。
2020年1－3月期の豪州の実質GDPは森林火災と

コロナ・ショックの影響などからマイナス成長が不
可避とみられていますが、今回の財政刺激策によっ
て景気後退が回避される可能性が高まったと考えら
れそうです。

（出所）豪州財務省、豪州政府統計局
（注）為替換算：1豪ドル＝70円

図表1：モリソン政権の財政刺激策の規模と概要

野党や格付会社は財政刺激策を評価
野党・労働党はモリソン政権の財政刺激策を支持

する方針を示しており、今後、議会において法案は
スピード承認されるとみられます。
また格付会社S&Pは、「新型コロナウイルスに対

応した短期的な財政刺激策は豪州のAAA格付に
とって差し迫った脅威とはならない」とし、短期的
には豪州の格付けに変更がないことを示しています。
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【企業による設備投資の促進策】
 資産の即時償却基準引き上げ（3万豪ドル → 15万豪ドル）。

 2021年6月末まで加速度償却を認可し、設備投資を促進。
対象は売上高5億豪ドル（約350億円）未満の企業。

【中小企業のキャッシュフロー支援】
 中小企業の資金繰り支援。一社当たり最大25,000豪ドル

（約175万円）の資金を支援。対象企業は約69万社。

 約7万社の中小企業に対して雇用補助金の支給。

【家計への補助金支給】
 年金受給者や所得支援の受給者などに一人当たり750豪

ドル（約5.3万円）の一時金を支給。

【新型コロナウイルスの被害を受けた地域・産業の支援】

 新型コロナウイルスから深刻な被害を受けた地域や産業
（旅行・農業・教育産業など）への支援。
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ニッセイアセットマネジメント株式会社
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